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事業仕分け実施事業の 23 年度当初予算案について

１ 事業仕分けによる効果額

区分
仕分け実施事業

110 事業

静岡型事業仕分け

(仕分け実施事業含む679事業)

事業費 △24 億円 △73 億円

県負担額

（一般財源）

△15 億円
（△5億円）

△40 億円

（△17 億円）

※業務棚卸表を

活用し、仕分

けの意見を他

の政策的経費

全般に反映

２ 予算案の状況 （単位：百万円）

※段階的廃止を含む。

事業仕分け結果 23 当初予算案

22 当初予算 予算 仕分け結果への対応
区 分 件数

対前年 廃止※ 改善 現行

不 要 16 5,833 4,055 △1,778 10 6 0

民 間 3 60 35 △25 1 2 0

国・広域 2 287 313 26 0 2 0

市 町 村 6 107 93 △14 0 6 0

委託 2 720 728 8 0 2 0

改善 65 35,825 35,176 △649 1 61 3県

小計 67 36,545 35,904 △641 1 63 3

県現行 16 899 936 37 1 11 4

事業費 計 110 43,731 41,336 △2,395 13 90 7

(県負担縮減額 △1,540)
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＜参 考＞

１ 12 月公表時との比較 （単位：件、百万円）

事業仕分け結果 12 月公表時 23 当初予算案

区 分 件数 予算額
県負担ベース

の縮減額
予算額

県負担ベース

の縮減額

不 要 16 4,055 △45 4,055 △750

民 間 3 34 △13 35 △16

国・広域 2 312 0 313 0

市 町 村 6 99 △6 93 △10

委 託 2 733 △1 728 △1

改 善 65 33,878 △1,506 35,176 △667県

小 計 67 34,611 △1,507 35,904 △668

県 現 行 16 1,025 △77 936 △96

合 計 110 40,136 △1,648 41,336 △1,540

うち公共事業 11 29,399 △1,281 31,374 △1,106

うち公共事業以外 99 10,737 △367 9,962 △434

・ 公共事業の 12 月公表時は、県の予算提出基準（対前年度比 95%程度）となっているが、予算案

は、国の予算の伸び率等（対前年度比 96%程度）を勘案し計上しているため、12 月公表時より増

加している。

・ このため、県負担ベースの縮減額は、公共事業の影響により 12 月公表時より減少しているが、

公共事業以外における県負担ベースの縮減額は、12 月公表時より 67 百万円増加している。

２ 昨年度との比較 （単位：件、百万円）

22 当初予算 23 当初予算案

事業仕分け結果
件数 予算額

県負担ベース

の縮減額
件数 予算額

県負担ベース

の縮減額

不 要 12 728 △359 16 4,055 △750

民 間 5 908 △44 3 35 △16

国・広域 3 4,396 △30 2 313 0

市 町 村 6 7,438 △251 6 93 △10

委 託 6 1,325 △163 2 728 △1

改 善 53 30,637 △1,669 65 35,176 △667県

小 計 59 31,962 △1,832 67 35,904 △668

県 現 行 18 3,534 △556 16 936 △96

合 計 103 48,966 △3,072 110 41,336 △1,540

うち県負担ベース － (A) 43,303 (B) △3,072 － (A) 20,843 (B) △1,540

県負担ベースの予算額に対する縮減額の割合(B/A) △7.1% △7.4%

・ 本年度の事業仕分け対象事業は、公共事業が約 8 割を占めているため、国庫等を除いた県負担

ベースにおける予算額は、昨年度に比べ約 5 割に減少している。

・ このため、県負担ベースの縮減額は 22 年度当初予算の約 30 億円に対し 23 年度予算案が約 15

億円と減少しているが、縮減額の割合は 7.1%から 7.4%に増加している。
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事業仕分け実施事業（不要事業）予算案の状況

＜廃止（段階的廃止含む）＞ （単位：千円）

部局名
課名

（内線番号）
事業名 22 当初 23 当初 廃止・改善の考え方 備考

くらし・

環境部

住まいづ

くり課

（3080）

人と環境にやさしい

21 世紀の住まいづく

り推進事業費

5,400 0
日常の相談業務等を充実すること

とし、当該事業は廃止する。

健康福

祉部

健 康 増

進課

（2779）

たばこ対策推進事業

費
10,232 0

当該事業を廃止し、新たに教育委員

会と連携して青少年への教育を中

心とした対策と県民主導の対策支

援を行う「ふじのくに受動喫煙防止

推進事業費（新規）」（8,000 千円）

を実施する。

みかん園

芸課

（2731）

花と緑の新世紀情報

発信事業費
3,000 0

首都圏などの卸売市場、店舗等で

の消費者への販売促進活動は民間

主導で行うこととして、廃止する。経済産

業部 水 産 振

興課

（3387）

しずおかの漁業交流

活性化事業費（漁場

保全活動委託）

1,000 0

浜名湖の漁場保全活動へは、助言

等でバックアップしていくことと

し、当該事業は廃止する。

交通基

盤部

生 活 排

水課

（3067）

都市下水路事業費

助成
240,000 237,000

当該事業は今後廃止することと

し、来年度以降の新規採択は行わ

ない。継続中の箇所は、市町の事

業に支障が生じないよう調整の

上、所要額を計上する。

ニュートン・プロジェクト

推進事業費（平成基礎

科学財団との協働）

3,800 0

賛助会員の特典を活かした事業に

ついては、実施回数や参加者数と

いう面で課題があることから、廃

止する。学 校 教

育課

(3114･

3176)
学校地域連携安全・

安心推進事業費

（スクールガードリー

ダー派遣事業）

30,876 0

事業主体を市町に移行し、当該事

業は廃止する。事業の実施は市町

の判断に任せる。国に補助制度改

正を要望するとともに、研修会に

より地域の連携が図られるよう支

援を実施していく。

家庭教育支援総合推

進事業費（家庭の日、

子育て応援キャラバン、

父親の家庭教育）

3,912 0

イベントや啓発手法等において、画

一的に実施され、費用対効果が不明

確であったり、子育て手帳の活用実

態の把握が困難であること等によ

り廃止する。

家庭教育支援総合推

進事業費（家庭教育相

談体制充実事業）

3,962 0

モデル事業として３年目であり、役

目は果たしたと考えられるため廃

止し、今後は成果を提供しながら市

町に委ねる。

教育委

員会

社 会 教

育課

（3162）

「親学」推進事業費 2,867 0

親の学びについては、必要な内容

を必要な人へ提供することが望ま

しいが、現在実施している事業の

中では、時間的制約があり、講座

開催機会の増加等が難しいため廃

止する。

小計 10事業 305,049 237,000
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事業仕分け実施事業（不要事業）予算案の状況

＜改善＞ （単位：千円）

部局名
課名

（内線番号）
事業名 22 当初 23 当初 廃止・改善の考え方 備考

地 域 福

祉課

（2322）

福祉サービス第三者

評価事業推進費
3,178 1,950

利用者が分かりやすい公表方法へ

の改善や、福祉サービス事業者の

受審意欲を高めるための取組を検

討するとともに、国に対して制度

改善を要望する。
健康福

祉部

子育て支

援課

（2924）

保育の質向上促進

事業費助成
5,780 5,000

補助対象を県が指定する「保育の資

質向上に資する研修」に限定する制

度に改める。

経済産

業部

林 業 振

興課

（2663）

しずおか優良木材の

家総合支援事業費

助成

93,400 0

助成方法、助成基準等の見直しを

行った上で、「住んでよし しずお

か木の家推進事業費助成（新規）」

（200,000 千円）に改める。

交通基

盤部

農 地 整

備課

（2710）

県営農業基盤整備

事業費
5,417,000 3,809,725

県民に分かりやすい目標を設定し

た上で、目的別の新しい施策体系に

改善するとともに、新規採択や事業

執行に当たり一層の「選択と集中」

に取り組む。

学 校 教

育課

（3176）

学校地域連携安全・

安心推進事業費

（スクールヘルスリー

ダー派遣事業）

4,154 1,700

派遣回数の見直しを行うととも

に、指導主事・先輩養護教諭によ

る指導を充実することで支援体制

の構築を図っていく。

教育委

員会
社 会 教

育課

（3305）

ふじの翼グローバル

リーダー養成事業費
4,500 0

日中の架け橋となり、発展的な協

力関係を築くため、各分野の青年

代表と中国の将来を担う青年との

交流を行う「日中青年代表交流発

展事業費（新規）」（4,200 千円）に

改める。

小計 6 事業 5,528,012 3,818,375

合計 １6 事業 5,833,061 4,055,375



平成 23 年度当初予算案

事 業 仕 分 け 実 施 事 業

＜ 各 部 編 ＞
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 経営管理部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 東京事務所管理運営

費

（総務課

内線２０１２）

２ 地方税一元化推進事

業費

（税務課

内線２９６６）

３ 県庁情報化戦略事業

費（電子申請）

（電子県庁課

内線２０８５）

４ 行政システム改革推

進事業費

（行政改革課

内線２９１１）

81,415

36,500

28,095

7,800

75,672

39,000

36,107

7,100

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

「ふじのくに大使館（東京

事務所）」を首都圏における

本県の地域外交の推進拠点

と位置付け、在京大使館等

との連携強化を推進する。

事業の執行に当たっては、

企業誘致件数等の数値目標

の明確化や、ふじのくに交

流会開催経費の縮減など効

率化を図る。

事業内容を分かりやすくす

るため、「地方税務行政高度

化推進事業費」（6,000 千円）

と「静岡地方税滞納整理機

構負担金」（33,000 千円）に

事業分割するとともに、税

の徴収強化を図る。

更新時期を迎えたシステム

をクラウドコンピューティ

ングを活用した方式に変更

し、開発・運用経費の縮減

を図る。

ひとり 1 改革運動の年間表

彰における副賞を廃止す

る。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 企画広報部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 「県民の日」事業費

（広報課

内線２３７９）

２ 調査広聴事業費

（広報課

内線２２３５）

３ 少子化対策行動計画

推進費

（調整課

内線２０３７）

2,600

7,972

3,800

2,200

6,900

4,500

県

(改善)

県

(現行)

県

(改善)

改善

改善

改善

県への愛着や誇りを持てる

よう、子供たちが感じる本

県の素晴らしさを再発見す

る機会の充実などを図る。

県政世論調査について、訪

問面接方式を郵送方式に切

り換えることにより、コス

ト縮減を図る。

子育て優待カード等の県民

運動を、より効果的に展開

するため、広報活動の強化

を図る。
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事業仕分け実施 予算案一覧表

（部局名 くらし･環境部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ ユニバーサルデザイ

ン推進事業費

（県民生活課

内線２２２８）

２ 防犯まちづくり推進

事業費

（くらし交通安全課

内線３７１４）

３ 交通安全県民運動事

業費

（くらし交通安全課

内線２５４９）

４ 男女共同参画社会づ

くり地域活動推進事業

費

（男女共同参画課

内線３１２２）

５ 伊豆シカ緊急対策事

業費

（自然保護課

内線２７１９）

17,000

16,600

42,000

2,500

16,330

12,800

14,600

43,900

2,000

33,300

県

(改善)

市町村

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

実務者を対象とした実践的

な分野別専門講座を開設す

る。

推進委員会の人数を見直す

等、企画推進のコストを縮

減する。

県と市町の役割を見直し、

県の事業は総合的、広域的

施策及び専門的な施策に特

化する。

県、警察、教育委員会の重

複事業を解消し、県は交通

安全の意識向上等広域的な

事業を行う。

補助対象要件に複数団体合

同の事業を加える。

審査の際には、ボランティ

ア活動等も評価の対象と

し、幅広い層へ対象を拡大

する。

平成 23 年度から 25 年度ま

で捕獲頭数を増加させ、集

中的に事業を実施する。

わなによる管理捕獲の専任

班を設置し、捕獲実施期間

の拡大を図る。
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（部局名 くらし・環境部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

６ 富士山環境保全推進

事業費

（自然保護課

内線２６８２）

７ 人と環境にやさしい

21 世紀の住まいづく

り推進事業費

８ ブロック塀等耐震化

促進事業費

（建築安全推進課

内線３０７６）

９ ストップ温暖化推進

事業費

（環境政策課

内線２２０８）

10 環境教育推進事業費

（環境ふれあい課

内線２８４９）

11 静岡県県民の森施設

管理運営費

（環境ふれあい課

内線２８４８）

21,778

5,400

16,000

16,972

17,187

29,500

18,100

0

15,600

14,663

11,989

29,500

県

(改善)

不要

県

(改善)

県

(改善)

市町村

県

(改善)

現行

廃止

改善

改善

改善

改善

利用者負担制度の導入は、

調整すべき課題が多いた

め、今後検討を進める。

個別訪問等により制度の周

知啓発を徹底するととも

に、制度未整備の市町に対

し制度創設の働き掛けを行

う。

計画の進捗管理、家庭向け、

事業者向けの３分野に再編

し、啓発主体の事業から CO2

削減行動につながる事業に

変更する。

環境学習リーダーの地域、

学校への派遣は、26 年度を

目途に市町へ移行する。

広報の充実やイベント内容

の見直しなど、利用者の拡

大に向けて取組む。
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（部局名 くらし・環境部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 不法投棄監視事業費

（廃棄物リサイクル課

内線３８１０）

13 ダイオキシン類等対

策事業費

（生活環境課

内線２２０５）

14 地下水総合対策事業

費

（水利用課

内線２２８９）

15 簡易水道等施設整備

費助成

（水利用課

内線２４２０）

9,736

12,985

9,700

3,800

9,647

12,142

6,300

6,090

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

現行

市町との連絡体制を強化す

るとともに、役割分担につ

いて見直しを行う。

効果的な事業実施を図るた

め、立入検査の対象を絞り

込む。

事業名を事業内容に沿った

「地下水観測・調査事業費」

に変更する。

また、水資源の総合的な管

理について検討を行う。

市町間の水道整備の格差を

縮小するため、県より財政

力指数の低い市町を補助対

象とする現行制度を継続す

る。
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事業仕分け実施 予算案一覧表

（部局名 文化・観光部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 静岡県外国人留学生

支援事業費（留学生支

援ネットワーク構築）

２ 静岡県外国人留学生

支援事業費（留学生支

援事業）

（大学課

内線３３０３）

３ 人づくり推進事業費

（大学課

内線３３０３）

４ 私立学校地震対策緊

急整備事業費助成

（私学振興課

内線２００９）

５ グランシップ管理運

営事業費（指定管理業

務）

（文化政策課

内線２９０７）

６ グランシップ管理運

営事業費（修繕等県執

行業務）

（文化政策課

内線２９０７）

1,500

5,500

4,700

300,000

711,544

51,933

4,000

4,000

4,500

400,000

720,195

20,178

県

(現行)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(委託)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

改善

23 年度に行政、大学、団体

等による留学生支援ネット

ワークを設置し、関係団体

からの負担金などにより、

生活支援や就職支援等の留

学生支援事業を実施する。

携帯版ハンドブックを新た

に作成・配布し、より多く

の県民に対して、効果的な

広報・啓発を実施する。

県地震対策アクションプロ

グラムの達成に向け、当該

制度を１年限り延長し、耐

震化率の向上を図る。

次期指定管理者の選定に当

たり公募方式を含めて検討

を進める。

外壁化粧石材の剥落につい

て、抜本対策委員会の提言

に基づき構法を決定し、安

全対策に着手する。「グラン

シップ安全対策事業費（新

規）」（2,000 千円）
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（部局名 文化・観光部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

７ ふじのくに海外誘客

推進事業費（東アジア

セールス重点事業）

（観光局

内線２２０６）

８ 運輸事業振興助成交

付金

（交通政策課

内線２０５３）

９ 空港広報活動推進事

業費

（空港利用政策課

内線３１６６）

10 国際交流推進事業費

（海外自治体職員・海

外技術研修員受入事

業）

（国際課

内線３３０８）

11 多文化共生推進事業

費（広報啓発、外国人

支援、交流）

（国際課

内線３３０８）

38,300

606,127

18,000

12,668

8,431

35,035

606,127

11,000

16,093

7,604

民間

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

海外誘客における県の果た

すべき役割や関与のあり方

を国・地域ごとに改めて見

直し、民間が主体となった

取組を促していく。

他県の動向等を勘案して、

算定方法を見直すととも

に、国に制度の見直しにつ

いて引き続き働きかけを行

う。

配布物の作成部数の見直し

や広報のターゲットの明確

化を図るとともに、広告料

収入の確保などにより県負

担の節減を図る。

研修員の受入について、農

業や医療など相手国の要望

に応じた受入分野や期間の

見直しを図るとともに、対

象国を拡大する。

外国語ボランティアバンク

登録者の派遣機会の拡大と

ともに、委託経費の節減を

図る。
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（部局名 文化・観光部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 子ども農山漁村交流

プロジェクト支援事業

費助成

（交流促進課

内線３５２９）

2,800 2,600 県

(現行)

改善 国の受入モデル地域に採択

されることを目指し、23 年

度まで助成事業を継続実施

するとともに、将来的な受

入地域の自立に向け、修学

旅行誘致活動を行う。



- 9 -

事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 健康福祉部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 被災者自立生活再建

支援事業費

（政策監

内線３３５７）

２ リスクコミュニケー

ション等推進事業費

（衛生課

内線２４２９）

３ 保育の質向上促進事

業費助成

（子育て支援課

内線２９２４）

４ 血液確保対策費

（薬事課

内線２４１０）

５ 母子家庭等就業・自

立支援センター運営

費

（こども家庭課

内線２９９３）

5,000

2,871

5,780

9,181

13,549

28,750

3,540

5,000

6,800

17,362

県

(現行)

県

(改善)

不要

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

補助金が被災者に早く支給

されるよう交付決定手続き

の簡素化を図る。

食の安全に対する県民の信

頼度を向上させるため、タ

ウンミーティング等の開催

に加え、食品の安全情報発

信事業を強化する。

補助対象を県が指定する

「保育の資質向上に資する

研修」に限定する制度に改

める。

将来にわたる輸血用血液等

の安定的な確保を図るた

め、今後の献血を担う高校

生や大学生等若年層の対策

を強化する。

ひとり親家庭への支援の充

実を図るため、増加する相

談件数に対応できるよう、

職員体制等を強化する。
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（部局名 健康福祉部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

６ 福祉サービス第三者

評価事業推進費

（地域福祉課

内線２３２２）

７ 認知症総合対策推進

事業費

（長寿政策課

内線２３３６）

８ 介護支援専門員育成

等事業費

（介護保険課

内線２３１２）

９ 障害者スポーツ振興

事業費助成

（障害者政策課

内線２３５２）

10 障害児者ライフサポ

ート事業費助成

（障害福祉課

内線２３６７）

11 特定疾患治療研究事

業費（県指定）

（疾病対策課

内線２５３９）

3,178

25,730

25,494

44,500

20,000

36,000

1,950

33,176

27,601

45,486

20,000

41,000

不要

県

(現行)

県

(現行)

県

(改善)

県

(改善)

県

(現行)

改善

改善

改善

改善

改善

現行

利用者が分かりやすい公表

方法への改善や、福祉サー

ビス事業者の受審意欲を高

めるための取組を検討する

とともに、国に対して制度

改善を要望する。

国の新規事業を取り入れる

など、認知症対策の一層の

充実を図るとともに、研修

の受講者負担を導入する。

主任介護支援専門員研修等

の受講者負担を導入する。

事業参加者数の目標を明確

化し、スポーツ参加者の拡

大を図るとともに、関係団

体と連携し、効果的な事業

執行に努める。

国制度では提供できないサ

ービスを必要としている方

を把握し、必要な方に必要

なサービスが提供されるよ

う市町支援に努める。

県指定疾患が国指定の対象

疾患に追加されるよう国に

対して働き掛けを行う。
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（部局名 健康福祉部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 助産師外来等設置事

業費助成

（地域医療課

内線２４０２）

13 へき地医療施設設備

整備促進費助成

（地域医療課

内線２８６７）

14 たばこ対策推進事業

費

（健康増進課

内線２７７９）

10,080

12,862

10,232

0

40,924

0

県

(改善)

県

(改善)

不要

廃止

改善

廃止

当該事業は廃止し、助産師

の確保及び能力開発のため

の事業を実施する。

補助対象となる医療機器の

基準を明確化する。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 経済産業部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 仕事と生活の調和推

進中小企業支援事業費

（労働政策課

内線２３３９）

２ しずおか農林水産物

等販路開拓事業費

（マーケティング推進課

内線２６６５）

３ 大学生・離職者等就

職支援事業費

（雇用推進課

内線２８１０）

４ 大阪事務所管理運営

費

（管理局総務監

内線２６０４）

５ しずおか優良木材の

家総合支援事業費助成

（林業振興課

内線２６６３）

3,491

20,600

16,500

19,784

93,400

2,732

0

0

18,831

0

県

(改善)

民間

県

(現行)

県

(改善)

不要

改善

改善

改善

改善

改善

ファミリー・サポート・セ

ンターへの支援は、小規模

のセンターを設置・運営す

る市町への助成に改める。

対象とする農林水産物や地

域の重点化を行った上で、

「ふじのくに『食の都』づ

くり推進事業費」（9,000 千

円）に計上を変更する。

未就職卒業者等への支援を

重点的に実施するため、当

該事業を「働いてよし新卒

者就職応援事業費（新規）」

（13,700 千円）及び「求職

者就職支援事業費」（8,065

千円）に改める。

大阪事務所における業務内

容の見直しを検討するとと

もに、運営経費の節減を図

る。

助成方法、助成基準等の見

直しを行った上で、「住んで

よし しずおか木の家推進

事 業 費 助 成 （ 新 規 ）」

（200,000 千円）に改める。
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（部局名 経済産業部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

６ 花と緑の新世紀情報

発信事業費

（みかん園芸課

内線２７３１）

７ 「花咲くしずおか」

運動普及推進事業費

（みかん園芸課

内線２７３１）

８ ワンストップサービ

ス機能強化事業費

（商工振興課

内線３６２１）

９ 地域産業総合支援事

業費助成

（経営支援課

内線２５１８）

10 デザイン総合振興対

策事業費助成

（地域産業課

内線２５１５）

11 いきいき商店街づく

り事業費助成

（地域産業課

内線２５１６）

3,000

6,180

15,398

80,000

9,632

17,000

0

5,440

14,724

100,000

0

16,000

不要

県

(改善)

県

(改善)

県

(現行)

県

(改善)

県

(改善)

廃止

改善

改善

現行

改善

改善

次世代購入者である児童等

への花育に重点化を図る。

県としずおか産業創造機構

との役割分担の見直しを図

るとともに、産業支援機関

との連携による継続的な創

業者支援の充実を図る。

中小企業者等の経営革新を

進めるため、新商品等の開

発・販路開拓の支援の充実

を図る。

デザイン分野の相談・支援

体制を県へ集約することと

し、「商工業総合振興対策

費」（6,287 千円）を計上す

る。

魅力ある個店の増加により

地域商業の活性化を図るた

め、対象事業の目的の明確

化、重点化を図る等の見直

しを行うとともに「地域商

業パワーアップ事業費助

成」に事業名を変更する。
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（部局名 経済産業部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 しずおかの漁業交流

活性化事業費（漁村地

域振興事業費助成）

（水産振興課

内線３３８７）

13 しずおかの漁業交流

活性化事業費（漁場保

全活動委託）

（水産振興課

内線３３８７）

14 カワウ食害防止対策

事業費助成

（水産資源課

内線２６４９）

15 食育活動推進事業費

（茶業農産課

内線２３１３）

16 畜産物価格安定対策

事業費助成

（畜産課

内線２７０４）

17 中山間地域農業振興

整備事業費助成

（農山村共生課

内線２７２７）

1,050

1,000

3,754

8,040

25,698

15,000

0

0

4,000

7,194

28,443

16,000

民間

不要

国・広域

県

(民間)

県

(現行)

県

(改善)

廃止

廃止

改善

改善

現行

改善

地域における交流促進の取

組を、地域に委ねることと

し、当該事業を廃止する。

今後は必要に応じた助言等

により、活動をバックアッ

プしていく。

カワウを捕獲する方法に特

化するとともに、近隣県と

連携し今後の対策を検討す

る。

民間ノウハウを更に活用す

るため、一層の民間委託化

を進める。

畜産経営の安定を図るた

め、一層の制度の周知に努

め、引き続きセーフティネ

ット対策を行う。

目標の設定や評価を明確化

するため、交付手続きの見

直しを行う。
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（部局名 経済産業部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

18 持続的農業促進対策

等事業費（持続的農業

普及推進事業）

（農山村共生課

内線２７２７）

19 土地利用型農業規模

10 倍推進事業費

（農業振興課

内線２７２６）

20 アグリビジネススク

ール開催事業費

（農業振興課

内線２７２６）

4,059

1,680

2,200

3,571

0

2,200

県

(改善)

県

(現行)

県

(現行)

改善

廃止

改善

事業効果を明確化するた

め、取組面積の拡大を目標

に設定して「環境保全型農

業推進対策等事業費（環境

保全型農業拡大推進事業）」

に事業名を変更する。

事業成果を活用し、認定農

業者等への普及に努める。

ビジネス経営体の育成を更

に推進するため、支援内容

の充実等の見直しを行った

上で「アグリビジネス実践

スクール開催事業」に事業

名を変更する。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 交通基盤部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 県単独河川事業費

（河川調査費）

（河川企画課

内線３０３５）

２ 県単独河川事業費

（水害避難支援対策事

業費）

（土木防災課

内線３０３３）

３ 県単独河川事業費

（河川海岸愛護事業費

助成）

（河川砂防管理課

内線３０３４）

４ 社会資本整備総合交

付金事業費（河川）

（河川海岸整備課

内線３０３７）

５ 社会資本整備総合交

付金事業費（急傾斜）

（砂防課

内線３０４３）

256,000

85,000

19,000

5,679,510

1,824,000

256,000

10,000

19,000

6,814,650

1,866,000

県

(改善)

県

(現行)

市町村

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

一括発注や類似調査結果の

活用に努め、コスト縮減を

図る。

仕様等を再点検し、コスト縮

減を図る。

県のホームページ等を通じ

て河川愛護に係る地域活動

や県の役割を県民に分かり

やすく説明する。

過去の被害状況等を勘案し

て箇所選定することで、効

率かつ効果的に事業を執行

する。

過去の被害状況等を勘案し

て箇所選定することで、効

率かつ効果的に事業を執行

する。
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（部局名 交通基盤部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

６ 県単独道路整備事業

費（道路調査費）

（道路企画課

内線３０１３）

７ 社会資本整備総合交

付金事業費（道路改築

費）

（道路整備課

内線３０１７）

８ 社会資本整備総合交

付金事業費（災害防除

費）

（道路保全課

内線３０２４）

９ 社会資本整備総合交

付金事業費（交通安全

施設整備費）

（道路保全課

内線２７５２）

10 空港管理運営事業費

（空港経営課

内線３２７１）

11 愛鷹広域公園管理運

営費

（公園緑地課

内線３７０２）

44,000

6,839,000

313,000

3,566,000

560,600

131,320

40,000

6,396,000

270,000

3,563,000

560,000

117,800

県

(改善)

県

(改善)

県

(現行)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

改善

調査結果を通じて、整備効

果や費用対効果等、道路整

備の必要性を精査し、的確

に道路計画を策定する。

県民に分かりやすい成果指

標の設定について、一層の

改善を図る。

法面保護工事への工場製作

品の使用等、新技術、新工

法の導入を検討し、効率

的・効果的に事業を執行す

る。

耐久性・省エネ性に優れた

道路照明灯への付け替え

等、新技術、新工法の導入

を検討し、効率的・効果的

に事業を執行する。

運用時間の延長により事業

費が増加する見込みである

が、効率的な管理運営によ

りコスト縮減を図る。

指定管理者選定において安

全管理面を重視するなど、

より一層の安全面への配慮

を行うとともに、効率的な

管理運営によりコスト縮減

を図る。
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（部局名 交通基盤部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 都市下水路事業費助

成

（生活排水課

内線３０６７）

13 都市計画調査費

（都市計画課

内線７５６５）

14 社会資本整備総合交

付金事業費（区画）

（市街地整備課

内線３５３０）

15 社会資本整備総合交

付金事業費（街路）

（街路整備課

内線３０６３）

16 社会資本整備総合交

付金事業費（港湾）

（港湾整備課

内線３０５３）

17 社会資本整備総合交

付金事業費（港湾海岸）

（港湾整備課

内線３０５３）

240,000

78,000

4,271,000

2,027,000

1,111,313

716,615

237,000

101,700

4,002,000

1,623,000

1,171,650

637,350

不要

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

廃止

改善

改善

改善

改善

改善

小規模地域における調査の

一括発注など、コスト縮減

を図る。

道路事業と連携し効率的な

事業執行を図るとともに、

地域活性化等、街の魅力向

上につながる事業を推進す

る。

道路事業と連携し効率的な

事業執行を図るとともに、

県民に対し事業効果が分か

りやすい目標を設定する。

今後策定する駿河湾港アク

ションプラン等に基づき、

港ごとの特性や担うべき役

割を考慮した港湾計画を策

定し、戦略的な港湾整備を

進める。

環境整備については事業効

果を考慮し進めるととも

に、事業全体としては環境

整備から高潮対策へ重点化

を図る。
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（部局名 交通基盤部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

18 県営漁港整備事業費

（漁港整備課

内線２６１１）

19 国土調査費助成

（農地計画課

内線２６４７）

20 農地・農業用水路等

資源保全管理推進事業

費助成

（農地計画課

内線２７２２）

21 県営農業基盤整備事

業費

（農地整備課

内線２７１０）

22 農地防災事業費

（農地保全課

内線２７５６）

23 県単独林道事業費

（森林整備課

内線２７１７）

24 県単独治山事業費

（森林保全課

内線２６４８）

1,274,000

283,000

30,780

5,417,000

1,512,000

164,000

986,000

1,195,000

308,500

30,560

3,809,725

1,220,140

263,000

919,000

県

(改善)

国・広域

市町村

不要

県

(改善)

県

(現行)

県

(改善)

改善

改善

改善

改善

改善

改善

改善

県民に分かりやすい成果指

標の設定について、一層の

改善を図る。

都市と林地に重点化するな

ど、実施地域の優先順位付

けを行う。

継続地区は、早期に市町へ

の事業移管を行う。新規地

区は、市町が実施する体制

に移行する。

県民に分かりやすい目標、

事業立てに改善するととも

に、新規採択や事業執行に

当たり一層の「選択と集中」

に取り組む。

県民に分かりやすい目標、

事業立てに改善するととも

に、「選択と集中」に取り組

む。また、他事業との連携

により県の総合的な防災対

策を推進する。

実施箇所の選定や整備手法

について、地域の特性を考

慮しながら継続実施する。

県としてより戦略的な対策

となるよう、関連事業との

連携を継続して実施する。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 危機管理部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 県民防災啓発強化事

業費（地震防災センタ

ー）

（危機情報課

内線３３６６）

２ 県民防災啓発強化事

業費（「自主防災」新聞、

地震防災強化月間等、

ほか）

（危機情報課

内線３３６６）

３ 災害対策本部等体制

強化事業費

（危機対策課

内線２０７２）

４ 防災ヘリコプター活

動事業費

（消防保安課

内線２０７３）

39,362

17,489

79,124

178,976

38,316

16,909

80,671

166,566

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

県

(改善)

改善

改善

改善

現行

映像を活用した防災対策の

紹介、外国人向けＰＲの充

実など、啓発活動を強化す

る。

自主防災新聞の配布方法等

の見直しを行い、発信情報

の内容を充実する。

保守の内容等を精査し、防

災情報システムの運用コス

トを削減する。

ヘリコプター機体のリース

化などの効率化について

は、次回更新までに検討す

る。

救助要請者からの費用の徴

収は他県の状況等も踏まえ

て慎重に検討する。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 教育委員会） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ ニュートン・プロジ

ェクト推進事業費（ニ

ュートン・アカデミー、

ニュートン・セミナー

ほか）

（学校教育課

内線３１１４）

２ ニュートン・プロジ

ェクト推進事業費（平

成基礎科学財団との協

働）

（学校教育課

内線３１１４）

３ 「心のふるさと」推

進事業費

（学校教育課

内線３１４０）

４ 学校地域連携安全・

安心推進事業費（スク

ールガードリーダー派

遣事業）

（学校教育課

内線３１７６）

５ 学校地域連携安全・

安心推進事業費（スク

ールヘルスリーダー派

遣事業）

（学校教育課

内線３１７６）

12,000

3,800

18,224

30,876

4,154

11,400

0

14,300

0

1,700

県

(改善)

不要

市町村

不要

不要

改善

廃止

改善

廃止

改善

専門的な人材の育成をより

重視した内容に改善し、ニ

ュートン・アカデミー（大

学派遣等）を充実するとと

もに、追跡調査等フォロー

を行う。

配置計画を見直し継続する

が、市町へ移行する方向で

検討し、国に制度改正を要

望する。

派遣回数を見直し、指導主

事・先輩養護教諭の指導充

実による支援体制の構築を

図る。
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（部局名 教育委員会） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

６ 多様な人材活用学習

支援事業費

（学校教育課

内線２９４２）

７ ふじの翼グローバル

リーダー養成事業費

（社会教育課

内線３３０５）

８ 家庭教育支援総合推

進事業費（家庭の日、

子育て応援キャラバ

ン、父親の家庭教育）

（社会教育課

内線３１６２）

９ 家庭教育支援総合推

進事業費（家庭教育相

談体制充実事業）

（社会教育課

内線３１６２）

10 「親学」推進事業費

（社会教育課

内線３１６２）

11 県立学校等施設整備

事業費

（財務課

内線３１２５)

5,355

4,500

3,912

3,962

2,867

3,041,000

5,362

0

0

0

0

2,794,000

県

(改善)

不要

不要

不要

不要

県

(改善)

改善

改善

廃止

廃止

廃止

改善

医療関係者、ジョブコーチ

等、より高い職能を有した

人材を活用し、事業を充実

する。

日中の架け橋となり、発展

的な協力関係を築くため、

各分野の青年代表と中国の

将来を担う青年との交流を

行う「日中青年代表交流発

展事業費（新規）」（4,200

千円）に改める。

整備学科や教育課程等を考

慮し、使用可能な建物は既

存改修により対応する。
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（部局名 教育委員会） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

12 スポーツ振興システ

ム構築事業費

（スポーツ振興課

内線３１７７)

5,100 3,738 市町村 改善 地域スポーツクラブ関連事

業は、段階的に市町へ移行

する。その他事業は、県民

スポーツ振興事業と統合し

て合理化する。
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事業仕分け実施事業 予算案一覧表

（部局名 警察本部） （単位：千円）

事業名 22 予算額 23 予算案
仕分け

結 果
分類 見直し内容

１ 警察安全相談員設置

事業費

（生活安全企画課

内線７９１３）

２ 交通安全対策事業費

（交通企画課

内線７９２３）

106,718

5,913

109,469

5,617

県

(現行)

県

(改善)

現行

改善

効率的な相談受理体制につ

いて検討し、ストーカー相

談、家庭内暴力相談等に的

確に対応する。

知事部局との事業重複を解

消し、参加、体験型の交通

安全教育を中心とした交通

事故防止対策を行う。


